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摂南大学経済学部活動記録（2012 年 1 月～ 2012 年 12 月） 
   
① 2012 年度第 1回観光経済研究会 
 2012 年 6 月 25 日、1 号館 7 階経済学部会議室にて 2012 年度第 1 回観光経済研究会を
開催した。 
 研究会では「アメリカの国際観光―お金の移動」と題し、観光大国アメリカの特徴は、
フランスや日本等と比較し、どのあたりにあるのか、さらには観光大国アメリカを支えて
いる国はどこかを経済学部の浅羽良昌教授に報告していただき、その後意見交換を行った。 
 
第１回観光経済研究会 報告者 浅羽良昌 
[1] 報告者は，観光大国アメリカの特徴を、観光輸出額（国際観光収入）の圧倒的な大き
さとあわせ観光収支の大幅な黒字基調にあると指摘する。フランスは国際観光客が一番多
い反面、観光輸出額が伸びないのに対し、日本は観光輸出額が少ない一方、観光輸入額（国
際観光支出）が大きく，大幅な赤字基調にある。 
[2] こうした特徴をもった観光大国アメリカが誕生した時期は、意外と遅く 1980 年代後半
とする。円高・マルク高・ポンド高、ドル安により日本やヨーロッパをはじめする世界中
の人々がアメリカを訪れ、莫大なお金を使ったことによる。 
[3] 観光大国アメリカを支えてきた国は、1980 年代後半から 2007 年迄は日本をトップに
イギリス、カナダであったが、現在はカナダがトップで、以下日本、イギリスとなってい
る。 
[4] アメリカ人の海外旅行で使うお金は、訪米外国人観光客が使うお金よりもかなり少な
く、節約的・倹約的な海外旅行をしている実態を明らかにするとともに、そのことがまた
アメリカの観光収支黒字の要因の一つと指摘する。 
[5] 日本への参考としては、国際観光客を多数迎えることも大切だが、彼等にいかにお金
を使ってもらうか、その工夫と仕掛け作りの必要性を、アメリカの事例から学んだ。 
 
② 2012 年度第 1回地域経済研究会 
 2012 年 11 月 5 日、1 号館７階経済学部会議室にて 2012 年度第 1 回地域経済研究会を
開催した。 
 今回の研究会では、本学外国語学部の浅野英一教授に「ソーシャル・キャピタルの観点
から見た学生ボランティア活動による過疎地域の活性化～和歌山県すさみ町におけるケー
ス・スタディ～」と題して報告していただき、和歌山県すさみ町における本学学生による
地域活性化に向けた取り組みとそれを通じて学生の成長をどのように促していくかについ
て意見交換を行った。 
 
第１回地域経済研究会 報告者 浅野英一 
１．はじめに 
―   ― 110
 近年、地方分権改革の推進が叫ばれており地方行政の役割は今後一層大きくなりつつあ
るが財政は厳しい状況にある。過疎化が進んでいる中山間地域は、団塊世代がおらず、高
齢化しており今後の人口変動は自然減により今後人口減少が進んでいくと考えられる。日
本の経済状況を鑑みると、将来的に財政状況が大きく好転することは期待できそうにない。
こういった状況下で過疎の地域社会を継続的に維持していくためには、地域活動の担い手、
人材育成、戦略的な資金投入方法、管理手法、評価方法、地場産業開発など様々なサービ
スのあり方を再構築していく必要がある。ソーシャル・キャピタルは、ロバート・パット
ナムが提唱したもので信頼や規範、ネットワークなど、協力関係を促進し、地域や社会を
円滑にし、人と人や、組織、グループなどの関係性を重視しており、OECD や世界銀行の
報告書等で「当該社会・集団内もしくは社会・集団間において、開発目標の達成に向けて
必要な何らかの協調行動を起こすことに影響を与える社会的な諸要因」、「人々と彼らの属
する組織・制度との相互作用を規定する社会・文化的結合、規範、および価値」などとい
った定義が提示されている。本研究では「ソーシャル・キャピタルの 3 要素（信頼・規範・
ネットワーク）を用い、人々の協調行動を活発にすることによって、地域社会の効率性を
高める」という観点から、摂南大学が和歌山県すさみ町で展開している「学生ボランティ
ア活動による過疎地域の活性化」をケース・スタディの題材とした。 
２．橋渡し型ソーシャル・キャピタル視点からの過疎地域活性化 
 日本の地域社会では、伝統的な互酬の慣行が現在も続いている。過疎地域という内向き
で閉鎖的な地域では「外部者（よそ者）」の新規参加は慣行になじめず、地域経済や活性化
にマイナスに働くと考えられる。ソーシャル・キャピタルには橋渡し型というタイプがあ
り同質的つながりは弱く薄いが、横断的であり異なる組織間における異質な人や組織を結
びつけるネットワークを持っている。これは、階層構造の垂直的な関わりではなく、地域
コミュニティ、クラブ、ボランティア・グループ、市民活動団体のような水平的ネットワ
ークであり、地域活性化に欠かせない構成要素としての結びつきである。ソーシャル・キ
ャピタルの 3 要素である「信頼・規範・ネットワーク」を相互補強的な役割として持たせ
ることでコミュニティにおける信頼関係が互酬的な慣行を普及させ、人的・情報ネットワ
ークを強化し、それがまた信頼を生み出すといった効果的スパイラルのメカニズムを生み
だすと考えられる。平成 17 年に内閣府経済社会研究所が発行した「コミュニティ機能再
生とソーシャル・キャピタル」に関する研究報告書は、コミュニティ再生の成功要因の多
くが地域のソーシャル・キャピタルに依存していると指摘している。橋渡し型ソーシャル・
キャピタルを一定期間の時間をかけて蓄積し、信頼関係が醸成されれば、外部者（よそ者）
や新規参加であってもお互い相手を知るための情報費用や取引費用が軽減され経済に好影
響を与えることが可能となる。 
３．過疎地域を大学生の力で活性化するプロジェクト 
 すさみ町には 39 の集落があり、そのうち 18 集落が、65 歳以上の高齢者が過半数の限
界集落である。大学生ボランティア活動を実施している佐本・大都河地域は人口約 360人、
高齢化率 60％以上と、過疎と高齢化が深刻な限界集落に近い地区である。ここでは、日常
生活や地域コミュニティの維持が困難になりつつあり、大きな課題の１つとなっている。
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これまで地域住民は、過疎化に対する危機感を持ってはいるものの、行政や外部からの力
によって自分たちの生活が変化させられることや、今まで培ってきたものを否定される不
安を感じていた。過疎地域を大学生の力で活性化するプロジェクトは、「キャベツプロジ
ェクト（農業プロジェクト）、ふるさと創生プロジェクト、グリーンプロジェクト」の 3
種類の活動によって構成している。この活動で学生ボランティアたちは、過疎地域におけ
る地域活動の担い手不足により廃れゆく伝統文化や風習を見直し、それに光を当て、復活
させている。このことは、地域住民に対して、このままでよいのかという「よそ者効果（問
いかけと揺さぶり）」となり、活動 4 年目の現在は、「地域住民がこのままではいけない」
という意識の向上につながり始めている。大学生ボランティア活動による過疎地域活性化
の社会実験という視点から考えた場合、ソーシャル・キャピタルの評価は「行政」「住民」
「学生」という 3 つのカテゴリーに分けて考察しなければならないと考える。大学生ボラ
ンティアの評価は、過疎地域活性化活動を通して学生自身がどう成長したかに注目し、中
心的メンバー10 名の人間的成長度を「社会人基礎力（3 つの能力、12 の能力要素）」とし
てポートフォリオによる自己評価方式を用い 1 年間を通して調査した。その結果、10 名の
社会人基礎力は大きく成長したことが判明した。 
４．まとめ 
 過疎地域において、ソーシャル・キャピタルの好循環は、地域の社会を維持・形成して
いく上で重要なプロセスとなり一定レベルの協力・信頼・互酬性・住民参加によって社会
的均衡が実現される。一方、地域活動の乏しい社会では悪循環のプロセスが働き社会的不
均衡をもたらす。つまり、ソーシャル・キャピタルが豊かな社会はより豊かになり、ソー
シャル・キャピタルが貧しい社会はさらに貧しくなるという循環性を持っている。社会に
健全な均衡を持たせるため、協働プラットフォームの形成に役立つソーシャル・キャピタ
ルという考え方を活用した。その社会実験として、「学生ボランティア活動による過疎地域
の活性化」をケース・スタディとして取り上げ、学生のボランティア活動が過疎地域にソ
ーシャル・キャピタル（橋渡し型）としてどのような影響を与えるのかを考察してきた。
すさみ町におけるソーシャル・キャピタルの協働プラットフォームは、地域で個別に活動
している人々が集まって形成しているが、必要に応じて行政（和歌山県地域振興局やすさ
み町役場）が、調整や環境整備をしている。過疎地域の人口構造は、短期的な変動が起こ
り得る可能性は少ないことから、今ある社会状況を地域社会の中で改善していく新しい力
が必要である。その新しい力が、「よそ者、若者、大学生」による「よそ者効果（問いかけ
と揺さぶり）」である。この活動を開始してから４年しか経っておらず、過疎地域といった
閉鎖的地域で、外部者（よそ者）が最も重要な信頼の構築に向けての取り組みが緒に付き
始めたばかりである。「行政」「住民」に対してよそ者が関わることで地域づくりが促進さ
れ、よそ者によって地域に無いものが提供されるという点をソーシャル・キャピタルとし
て評価する方法については、5 年、10 年といった長期的な視野に立って研究を進めること
が必要である。現時点では、その研究方法の構築に着手したばかりであり、今後、同じよ
うな研究を行っている研究事例を参考にしながら、研究者との意見交換を行いながらすさ
み町の現状に適応したフォームを構築したいと考えている。 
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③ 2012 年度第１回地域経済・観光経済合同研究会 
 2012 年 12 月 7 日に 1 号館 7 階経済学部会議室にて 2012 年度第 1 回地域経済・観光経
済合同研究会を開催した。 
 今回の研究会では、カナダのマウントアリソン大学(Mount Allison University)の中村尚
弘氏に「博物館を核とした文化振興と地域発展―北海道・二風谷アイヌ文化博物館の事例」
と題して報告していただき、少数民族の文化の振興による地域活性化の可能性と課題につ
いて議論を行った。 
 
第１回地域経済・観光経済合同研究会 報告者 中村尚弘 
 本発表では、2002 年度から 2004 年度まで北海道平取町立二風谷アイヌ文化博物館で行
われたアイヌ文化振興プロジェクトの一つである「アイヌ文化クラスター事業」を、博物
館を基盤にした地域発展とも関わらせながら議論した。二風谷は、萱野茂によるアイヌ文
化復興・振興によりその名を広く知られるようになったが、近年では、地域アイヌ文化の
若年層への浸透が課題となってきた。「アイヌ文化クラスター事業」は、若年層へアイヌ文
化を継承させていくために、厚生労働省の緊急地域雇用創出特別交付金事業を利用して、
二風谷アイヌ文化博物館が企画したものである。この事業では、アイヌ文化や伝統技術を
学ぶために３ヵ年にわたり地域住民が雇用され、最終年度である 2004 年度にはアイヌの
神送りの儀式であるイオマンテの復興が目指された。結果的にはイオマンテ復興は果たせ
ず、クラスター事業の総括はアイヌの歌や踊り、逸話などを含んだ舞台劇として公演され
たが、その過程では、博物館の資料がふんだんに利用され、若年層は地域アイヌ文化を集
中して学ぶ機会をもち、差別経験をのりこえてアイヌとして生きることに自身をもつもの
も現れた。アイヌ文化継承の基盤をつくる一端となったという観点からは、「クラスター事
業」は博物館を核とする地域発展の一事例として評価できる。国がアイヌ民族政策を展開
する中、「国営イオル公園」設置計画や、平取ダム建設にともなう沙流川地域環境保全対策
事業など、平取町では国からアイヌ文化振興に予算が出て文化振興事業への雇用も確保さ
れる構造は継続している。しかし、地域が国の予算に頼らずにアイヌ文化継承を可能にで
きるのか、また、雇用状況の厳しい地域において住民が雇用なしに自分たちの文化に関心
を持ち続け、文化振興事業を展開していかれるかどうかはまだ不透明な部分が多く、今後
の課題である。 
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